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1. はじめに 

 有明海では，1980 年代に漁獲量の減少が始まり，2000

年 12月に生じた大規模赤潮に伴うノリ不作をきっかけ

に環境異変が注目された．これまでにも，有明海にお

ける環境異変の原因解明と対策が進められてきたが，

明らかにされていない問題が多く存在している． 

 閉鎖性が強い有明海は，陸域の影響を強く受けるた

め，環境異変の原因を解明するためには陸域負荷の長

期的な影響を知る必要がある．また，秋季における降

雨は，流入負荷を増大させ赤潮を誘発すると考えられ

ている 1)．しかし，流入負荷と赤潮の長期変動や流入水

量と赤潮の長期変動や流入水量と赤潮発生時期の関係

については明らかにされていない． 

 そこで本研究では，既往の研究 2)より推定した有明海

陸域からの流入水量を用いて，発生海域別の流入水量

と赤潮発生の関係について検討した． 

2. 研究方法 

2.1. 流域区分 

 本研究における有明海陸域の流域区分（図-1）とし

て，全一級河川および塩田川（二級河川であるが流域

面積が大きい）を順流域と感潮域に区分し，残流域を

直接流入域とした．さらに，有明海に流入する区域毎

に流域をまとめ，西部，奥部，東部に分類した． 

2.2. 有明海陸域からの流入水量の推定方法 

 有明海陸域からの流入水量は，既往の研究 2)より推定

したデータを用いた．順流域における流入水量は順流

域末端地点の時刻流量データの欠測を既往の研究 2)に

よる方法で補間し，1988～2010年のデータを推定した．

感潮域・直接流入域においては，近隣順流域の比流量

に各流域面積を乗じて算出した． 

2.3. 赤潮の発生海域のエリア区分 

 本研究における赤潮のデータは，水産庁九州漁業調

整事務所の資料（九州海域の赤潮）を用いた．ただし，

2004 年以降は最大面積の不明な赤潮が多いことに留意

する必要がある．本研究では，赤潮の発生海域を県別

に分類し，長崎県を西部，佐賀県と福岡県を奥部，熊

本県を東部とした． 

3. 結果と考察  

3.1． 流入水量の経月変化 

 有明海に流入する流域別（西部・奥部・東部）の流

入水量および全流入水量に占める各流域の流入水量の

割合の経月変化を図-2に示す．1988～2010年の平均流

入水量の割合は，奥部(52.0%)，東部(40.5%)，西部(7.5%)

の順で多かった．また，流域別に 1988~1999 年と

2000~2010 年の 2 期間で F 検定と t 検定を行った結果，

全流域で有意差はなく(p>0.05)，各流域の流入水量に経

時的な変動はないものと考えられる． 

3.2． 赤潮発生と流入水量の関係 

 各流域からの流入水量と発生エリア別の赤潮（最大

細胞数・最大面積）の時系列変化を図-3（西部），図-4

（奥部），図-5（東部）に示す．図中の最大細胞数と最

大面積は各赤潮が発生していた全期間にプロットして

いる． 

 有明海における赤潮の発生頻度は，奥部＞東部＞西

部の関係で多いことが分かった．前節で示したように，

有明海陸域からの流入水量は奥部＞東部＞西部の関係

で多い．既往の研究 4)から陸域からの流入水量と負荷量

には強い正の相関があるため負荷量の大小関係も流入

水量と同様となると思われる．また，小松ら 3)による有

明海の流動観測結果によると，各エリアにおける潮流

図-1 有明海陸域の流域区分と各観測所 

図-2 有明海陸域からの流入水量の経月変化 



の断面平均流速に差があることが確認でき，栄養塩の

滞留時間に差が生じると思われる．これらのことから，

各エリアにおける滞留時間等の赤潮の発生条件が異な

り，赤潮の発生頻度に違いが生じると考えられる． 

 全てのエリアにおける春季~秋季（4~10 月）の赤潮は，

流入水量が増加して数日以内に発生する傾向がみられ

た．これは，流入水量が増加する時には栄養塩の供給

が増えるためであると考えられる．冬季（11~3 月）の

赤潮は，西部では確認できず，奥部と東部では流入水

量の増減に左右されずに発生している傾向がみられた．

これは，平水時における流入水量が多く，沿岸域から

の点源負荷が高い 4)ことが原因と考えられる．また，冬

季における赤潮は流入水量以外の要因で発生し，春季~

秋季の赤潮とは発生メカニズムが異なると考えられて

いる 2)．有明海における冬季の赤潮に関する研究は少な

く，有明海の環境異変を解明する上で重要な課題と考

えられる． 

 各エリアにおける赤潮の発生傾向について，諫早湾

潮受け堤防の締切前（1988 年 1 月 1 日~1997 年 4 月 14

日）と締切後（1997 年 4 月 15 日~2010 年 12 月 31 日）

で比較した結果，赤潮の発生頻度は締切後が締切前に

比べ西部ではやや増加，奥部と東部では増加傾向がみ

られた． 

有明海における赤潮の発生頻度増加の要因として，

環境省 5)や宇野木ら 6)は①陸域の環境変化，②潮汐・潮

流の減少，③諫早湾調整池の汚濁化④水温の上昇，⑤

二枚貝等の減少による浄化能力の低下を挙げている．

①は前節より、陸域からの負荷量に変動がないと考え

られたこと，諫早湾潮受け堤防の締切後に陸域の土地

利用の変動が小さい 7)ことにより棄却される．したがっ

て，有明海の発生頻度増加の要因を解明するためには

②~⑤についての検討を進めることが重要であると考

えられる． 

4. 結論 

 本研究で得られた結論を以下に示す． 

(1)1988~2010 年における有明海陸域（奥部，西部，東

部）からの流入水量に経時的な変動はないと考えられ

た． 

(2)各エリアの春季~秋季の赤潮は，流入水量が増加して

数日以内に発生する傾向がみられた．冬季の赤潮は，

西部では確認できず，奥部と東部では流入水量の増減

に左右されずに発生している傾向がみられた． 

(3)有明海における赤潮の発生頻度は，奥部＞東部＞西

部の関係で多く，各エリアの春季~秋季の赤潮は諫早湾

潮受け堤防の締切後に赤潮の発生頻度が増加している

傾向がみられた． 
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図-3 有明海における流入水量と赤潮 

（最大細胞数・最大面積）の時系列変化（西部） 

図-4 有明海における流入水量と赤潮 

（最大細胞数・最大面積）の時系列変化（奥部） 

 

図-5 有明海における流入水量と赤潮 

（最大細胞数・最大面積）の時系列変化（東部） 
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